
令和７年度第１回地域職業能力開発促進協議会【概要】

【地域独自に招聘した参加者など】
リカレント教育を実施する大学等の参画 計28 地域
社会福祉協議会の参画 計９ 地域
その他
・地方自治体の各部局からの説明･共有
・リカレント教育を実施する大学等からの説明･共有
・その他、職業紹介事業者からの報告

地域の人材ニーズ等を踏まえた訓練計画策定の方針を協議したほか、訓練効果の把握・検証（WG）や教
育訓練給付制度における地域のニーズの把握に係る報告、職業能力開発に関する取組を関係者間で共有。

【主な協議内容】
①令和６年度公的職業訓練の実施状況について
②訓練効果の把握・検証（WG）に係る報告について
③令和８年度地域職業訓練実施計画の策定に向けた方針について
④教育訓練給付制度における地域のニーズの把握等について
⑤その他の職業能力開発及び向上の促進のための取組

令和７年10月29日
第１回愛媛県地域職業能力開発促進協議会の風景

国と都道府県の共催により、令和７年10月から12月にかけて
全都道府県において開催。

別添４

別添１～３

開催状況

令和７年10月29日
第１回⾧野県地域職業能力開発促進協議会の風景
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令和７年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議①】

【地域協議会での意見等】 【方針】

別添１－１

群馬
〇 デジタル人材の育成・確保も重要であるが、各業界（介

護・建設・運輸分野）・業種で人手不足が深刻であり、人材
確保が必要ではないかとの意見。

〇 委託訓練では、引き続き、デジタル分野の訓練コー
スの拡充を図りつつ、介護、建設、運輸分野のエッセ
ンシャルワーカーと呼ばれる職種の人材育成・確保を
基本方針の１つに掲げて取り組む。

地域協議会での意見等を踏まえた各地域での対応方針

福島

〇 県の求人・求職状況から見える課題として、中高年齢者の
求職者（ハローワーク利用者）が半数以上を占め、65歳以上
の高齢者の新規求職申込者が増加傾向にある。併せて、若年
層の求職者は減少傾向にあり、職業訓練の受講者も減少して
いる。現在開講している訓練コースと求人ニーズとの乖離が
あるとの意見。

〇 県内の産業構造及び求人者ニーズを鑑み、中高年齢
者のキャリアチェンジに対応する新たなコースを設定
する。

「地域の人材ニーズの把握」について

高知

〇 公共職業訓練のみならず求職者支援訓練において
も、指摘のあった分野の訓練実施施設の開拓に向け、
労働局・高知県・機構で情報共有しつつ取り組んで
いく。

〇 高知県は、農林漁業の女性就労支援に力を入れているとこ
ろ、「農業分野」訓練が実施されていない。また「旅行・観
光分野」訓練についても実施されておらず、高知県の産業育
成からすると、これらの分野の訓練を増やしていくことが地
域産業、訓練受講生にとってプラスになるのではないかとの
意見。

神奈川

〇 ＩＴ分野の職業訓練の実施状況を見ると、一時のブームは
過ぎ去ったように感じる。これからは、仕事で使えるＩＴが
何なのかを再確認し、それを踏まえた訓練内容にしていく必
要があるとの意見。

また、全ての職種でＩＴや生成ＡＩが必要になってきてい
る。今まで人間がやってきた業務の多くが生成ＡＩに取り替
わることを前提に、企業が何を求めているのかを把握し、訓
練の内容に反映していく必要があるとの意見。

〇 ＩＴ分野における求人者ニーズ・求職者ニーズの把
握に努め、ＩＴ自体が全産業共通の技術要素であるこ
とを踏まえつつ、各訓練実施機関、ＨＷ連携してカリ
キュラムの見直しを図る。



令和７年度第１回地域職業能力開発促進協議会【具体的な協議②】

【方針】

別添１－２

【地域協議会での意見等】

地域協議会での意見等を踏まえた各地域での対応方針
「公的職業訓練の実施状況」について

新潟

〇 ビジネスマナーを身につけるカリキュラムを実施してもら
うと求人事業主としてはありがたいこと。また、デジタル分
野の職業訓練修了後の仕上がり像を求人事業主にも伝えてい
ただくと、就職促進にもつながるとの意見。

〇 ビジネスマナーを身につけるカリキュラムを多く盛
り込んだ求職者支援訓練（基礎コース）の設定につい
ては、引き続き重点的に取り組む。また、求人事業主
に対しては、職業訓練受講後の就職事例や訓練修了者
及び採用企業等のコメントなどを掲載した求人事業主
向けの資料を作成し、デジタル分野の求人事業主をは
じめデジタル分野以外の求人事業主に対しても、デジ
タル分野の訓練修了者の採用を促す働きかけを行う。

愛知

〇 応募倍率が100％を超えているコースにおいても、定員充
足率が80％程度にとどまっている場合がある。その要因には
入学辞退者の存在があるが、一定数の辞退者の発生（目減り
率）を想定した合格者を出すこと、補欠合格枠を設けること
など、多くの人に受講機会を提供していくこと、定員充足率
を向上していく取組が必要ではないかとの意見。

〇 現時点において、定員数を超える合格者は出してお
らず、また、補欠合格枠も設けていないため、今後、
関係機関（愛知県・JEED等）と調整の上、それら
の仕組みの設定について検討する。

島根

〇 訓練の実施は一定進んでいるが、制度の存在自体や訓練の
成果が十分に伝わっていない。修了者の声や、訓練が就職・
定着・生産性向上につながった事例が見えにくく、採用側に
も訓練の評価が伝わっていないとの意見。

〇 アンケートやヒアリング結果をもとに、修了者の就
職状況を整理し、訓練の成果を適切に伝える方策を検
討する。

高知

〇 「医療事務分野」「介護・医療・福祉分野」の応募が低調
である状況を踏まえ、公的職業訓練の広報について、構成員
それぞれのネットワークを活用して周知に協力していきたい
との意見。

〇 各構成員への情報共有の内容、時期や方法について
協議し、広報の協力依頼を行っていく。



令和７年度公的職業訓練効果検証ワーキンググループ【概要】

目的

令和７年度の対象分野

令和７年度下半期令和７年度上半期令和６年度

中央職業能力開
発促進協議会

地域職業能力開
発促進協議会

ワーキング
グループ
（ＷＧ） 選定分野のうち

３コース×３者（修了者、採用企業、実施機関）

協議会開催

ヒアリング等 結果
整理

改善促進策
（案）検討

協議会
開催

１月
協議会
開催

協議会
開催

９月
地域協議会から
検討結果を報告

協議会開催
２～３月

検証対象訓練
分野を選定

協議会開催
10月～12月

ＷＧから報告① ④② ③

２～３月

１月

適切かつ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて訓練修了者等へのヒアリング等を通じ、訓練効果
を把握・検証し、訓練カリキュラム等の改善を図る。

デジタル分野 １９県
ＩＴ分野 ２県

デジタル分野:北海道・青森・岩手・茨城・千葉・福井・静岡・三重・和歌山・鳥取・
島根・広島・徳島・愛媛・福岡・⾧崎・熊本・宮崎・鹿児島

IT分野:滋賀・山口

介護・医療・福祉分野
(一部のみを含む。)１８県

山形・福島・栃木・千葉・神奈川・富山・石川・山梨・⾧野・岐阜・京都・大阪・
兵庫・奈良・香川・高知・大分・沖縄

営業・販売・事務分野
(一部のみを含む。) ８県

宮城・秋田・群馬・新潟・島根・岡山・佐賀・熊本

※ 上記の分野のほか、医療事務分野（山梨）、旅行・観光分野（東京）、製造分野（埼玉・愛知）、
建設関連分野（愛知）が選定された。（複数分野選定した県もあり。）

＜参考＞検討スケジュール

別添２



ヒアリング実施結果概要① （デジタル分野）

訓練実施にあたって
工夫している点

 知識の習得だけでなく、実務に近い環境での演習を積極的に取り入れ、訓練
生が現場で必要とされる対応力や問題解決力を育成している。【徳島県】

訓練実施にあたって
課題である点

Webデザインを行う上でのより幅広い知識や技術

【改善案等】【ヒアリングの内容等】訓練実施機関

訓練修了生採用企業

 コミュニケーション力や仕事に取り組む姿勢、積極性などの社会人
基礎力も重要【島根県】

 ＣＭなどの広報を通じて職業訓練にもっと付加価値をつけて欲しい。
【島根県】

訓練修了者

採用にあたり重視する
スキル等

周知動画を制作し、訓練の具体的な
成果と活用事例を“見える化”する。
また、作成動画を協議会構成機関が
共通の素材として活用し、訓練の社
会的認知度を高める。【島根県】

訓練内容のうち就職後
に役に立ったもの

職業訓練に対する意見

 デジタル分野の企業求人が少ないため、訓練後の出口が少ない。求人数も
少なく、経験や知識が必須の者が多いため応募可能な求人が限られてくる。
【福井県】

職業訓練に対する意見

求人の確保および経験や知識が必須
の求人に対しての要件緩和の提案を
行う。また訓練情報について求人企
業に対しての広報を強化する。
【福井県】

より一層習得しておく
ことが望ましいスキル

 他部署との連携が重要になり、コミュニケーション力が必要なため、実務
に即した課題解決のためのグループワークやグループディスカッションが
あるとよい。【三重県】

 チームで作業を行う業務であるため、コミュニケーション能力が重要である。
【北海道】

企業は専門分野の知識に限らず、基
本的なビジネススキルやコミュニ
ケーション能力等の習得も求めてい
ることに着目し、カリキュラムの見
直し等を推進。【北海道】

 チーム作業やプレゼンテーション等は就職後も役立っている。
【和歌山県】

 サイバーセキュリティの重要性は認識されていたが、訓練では十分に扱わ
れていなかった。実務では、セキュリティは非常に重要であるため、より
深く学べたらよかったと思う。【徳島県】

ネットワークにおける情報漏洩やサ
イバー攻撃のリスクが高まっている
ことを踏まえ、カリキュラム等に、
デジタルセキュリティやサイバーセ
キュリティに関する知識の取得を提
案【徳島県】

別添３－１

 訓練内容や仕上がり像を明確化するために、より分かりやすい資料や説明、
体験会等があれば良かった。【広島県】

事前説明会における資料や説明の
さらなる具体化等により、訓練の
受講により得ることができる知
識・技能についてのより一層の見
える化を図る。【広島県】

 「プログラマー養成科」という名称が企業に誤解を招く可能性がある。より実
態に即した名称の方が企業とのマッチング率が高まるのでは。【徳島県】

訓練コースの名称について、内容
や目的に即した、より適切な名称
への見直しを提案。【徳島県】

就職後に感じた訓
練で学んでおくべき
であったスキル

職業訓練に対する意見



ヒアリング実施結果概要② （介護･医療･福祉分野）

 介護現場でよくあるケーススタディを用いたロールプレイを積極的に
実施している。【香川県】

【改善案等】【ヒアリングの内容等】

 実習等で実際に触って、体験していること。人と対したときに力の加え方な
ど不安が生じるので、そこに免疫があることが大事。【大分県】採用にあたり重視する

スキル

訓練実施にあたって
工夫している点

訓練実施にあたって
課題である点

職業訓練に対する意見

 訓練コースの設定の都度、介護施設等の介護従事者に講師を依頼しているが、
介護現場は人手不足の状況であり、講師を依頼することが容易ではなく、講
師の確保が厳しい状況【福島県】

より一層習得しておく
ことが望ましいスキル

 全体的なＰＲだけでななく、介護のような充足率が低い分野には個別
コースの周知などにも協力してほしい。【石川県】

講師の負担を軽減するために、
一部オンライン形式で行う方法
を計画・検討。【福島県】

ハローワークと訓練実施機関が
連携し、ＳＮＳ等を活用して職
業訓練制度の更なる周知を図る
とともに、積極的な受講勧奨に
取り組む。【石川県】

職業訓練に対する意見

 介護記録をタブレット端末で行うが、操作に苦慮する者もある。現場におけ
るIT機器の広がりを踏まえると、IT関係の訓練内容を組み込めるとよい。
【岐阜県】

 多様な種類の施設で実習・見学を行い、各施設の雰囲気に接してもらう機会
を多くとってほしい、そうすることでミスマッチによる離職も防げると思う。
【石川県】

 利用者と直接触れ合う作業が役に立った。【大分県】

 訓練カリキュラムの中で、利用者とのコミュニケーションに関する内容、例
えばカスタマーハラスメントやアンガーマネジメントなどの講義も必要であ
る。【福島県】

訓練内容のうち就職後
に役に立ったもの

就職後に感じた訓
練で学んでおくべき
であったスキル

職業訓練に対する意見  職場実習や職場見学は、もっといろんな種類の施設に行ってみたかった。そ
れによって、就職活動がよりスムーズに進められると思う。【神奈川県】

実技の授業、職場実習・職場見学等
の充実など就職後のミスマッチを防
ぐよう、カリキュラの内容を見直す。
【神奈川県】

職場実習や見学等を通じて実際
の就労現場を想定できるよう、
訓練内容の充実を図るよう提案
する。【石川県】

別添３－２

現場においてIT機器が活用され
ている状況を踏まえ、IT機器
（パソコン、タブレット）の能
力に関する講習時間の確保。
【岐阜県】

コミュニケーション能力向上を特に
重要とする意見が多く、また、職場
内での人材育成を行う余裕がないと
の意見から、現場で活用できるスキ
ルを身に付けられるよう、カリキュ
ラムの内容を見直す。【福島県】

訓練実施機関

訓練修了生採用企業

訓練修了者



ヒアリング実施結果概要③ （営業･販売･事務分野）
【改善案等】

 コミュニケーション力や仕事に取り組む姿勢、積極性などの社会人
基礎力も重要【島根県】

訓練実施にあたって
工夫している点

 実際に就職して役立つビジネスマナーやパソコンの基本操作等をカリ
キュラムに組み込んでいる。【岡山県】

【ヒアリングの内容等】

 訓練を修了出来ない方や就職意欲が欠如している方（健康状態が悪い、制度
不理解、受講意欲の欠如等）に対する受け入れの厳格化が必要。【秋田県】

職業訓練に対する意見
 公共職業訓練の認知度は依然として低く、ハローワークでの説明会やイベント

などを通じて、今後も認知拡大に努め、定員充足の向上を図っていただきたい。
【宮城県】

採用にあたり重視する
スキル等

職業訓練に対する意見

より一層習得しておく
ことが望ましいスキル

訓練内容のうち就職後
に役に立ったもの

就職後に感じた訓
練で学んでおくべき
であったスキル

職業訓練に対する意見

 求人票にWord、Excelの基本操作が必要とあると応募を躊躇していたが、
訓練受講により「Word、Excelの基本操作はできます」と自信を持って言
えるようになった。【新潟県】

 コミュニケーションやビジネスマナーに関して、簡単な説明程度の内容で
あったため、仕事に活かせるような充実した内容を望む。【秋田県】

 PC基礎力が身についていれば、ステップアップしたところから新規
採用研修することができ業務効率化に繋がっている。【群馬県】

 エクセルでマクロを使ったりしたが、今はアクセスをよく使っている
ので、もう少しやっておけばよかった。【岡山県】

 パソコン訓練については、初級科も必要ではあるが、その上位レベルである中
級科や上級科などレベル分けしたコースを設定してもいい。【秋田県】

訓練実施にあたって
課題である点

 企業における基本的なPCセキュリティの習得を期待する。
【岡山県】

PCセキュリティ対策に関する
カリキュラムの充実。【岡山
県】

引き続きホームページやＳＮＳ、
関係機関との連携によるイベン
ト等を活用した訓練の周知・体
験・広報を行い、訓練内容の認
知を図る。【宮城県】

パソコン中級科のコース設定
に向け、開講時期や開催地域
等も含めて検討する。【秋田
県】

別添３－３

訓練実施機関に対し、訓練内容
に盛り込まれているコミュニ
ケーション能力やビジネスマ
ナーを重視する声があることを
伝え、その重要性についての認
識を共有する。【秋田県】

訓練実施機関

訓練修了生採用企業

訓練修了者

受講生送り出しに際し、ハロー
ワーク窓口にて就職のための訓
練制度である旨の趣旨説明を徹
底する。【秋田県】

より高度なスキルや知識が必
要な場合には、他分野の適切
なコースを案内。【岡山県】
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愛媛 愛媛大学からしまなみ未来社会人材育成プラットフォームおよび地域共創型リカレントプログラムの実施状
況等について説明、情報共有。

兵庫
県の教育委員会事務局より、高校生に対するキャリア教育の一環として教育委員会が実施しているインター
ンシップ事業及び高度熟練技能者等が特別非常勤講師として実技指導を行う事業等について説明、情報共有。

愛知
中部経済産業局から、中小企業庁が作成した人材育成ガイドブックの活用方法について説明があり、同ガイ
ドブックには企業が直面する経営課題への対応、人材に関する支援策、人材戦略の取り組みポイントが整理
されていることなどについて、情報共有。

リカレント
教育を実施
する大学等

地方自治体
の各部局

その他

職業能力開発に関わる様々な情報共有

別添４

宮城
宮城大学から「Downstreamから学ぶDX」 (※)の取組みを発表、共有。
（※）県内の中小企業のデジタル人材の不足が指摘される中、県内産業のDX推進を加速化させることを目的として開催す

るプログラムであり、対象は県内の中小企業に勤務する在職者20名となっている。

愛媛
県の経済労働部産業雇用局労政雇用課から、県で実施しているデジタル人材育成のための施策、IT人材確保
のため外国人材受入・定着サポートデスクを開設したこと、県外大学との就職支援連携協定の締結ついて説
明、情報共有。

⾧野 ⾧野県専修学校各種学校連合会から、若年者への産業理解のための取組として文部科学省の委託事業を活用
し、メタバース空間を活用した企業紹介や産業案内の取組について説明、協力依頼がされた。

広島 中国経済産業局から、「人材育成にかかる企業側の受け入れ体制の整備、意識醸成に向けての取組」につい
ての説明、情報共有。


